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社会福祉法人立縫会 役員等報酬規程 

 

                         平成２８年１２月１４日制定 

 

(目的及び意義) 

第一条 この規定は、社会福祉法人立縫会定款（以下「定款」という。）第九条、第十

一条の２号及び第二十五条の規定に基づき、理事、監事、評議員及び外部委員等

の委嘱を受けた者（以下「役員等」とする。）の報酬、旅費並びに費用の支給に関

し、必要な事項を定めることを目的とし、社会福祉法等の一部を改正する法律（以

下「法」という。）の規定に照らし、妥当性と透明性の確保を図ることとする。 

（定義等） 

第二条 この規定において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

 （１）役員とは、理事及び監事をいう。 

 （２）常勤役員とは、理事のうち、当法人を主たる勤務場所とする者で、役員任務

に加えて職員としての職務職責に任用された者をいう。 

 （３）非常勤役員とは、役員等のうち、常勤役員以外の者をいう。 

 （４）報酬等とは、法第四十五条の三十四第三項で定める、賞与その他の職務遂行

の対価として受ける財産上の利益及び退職手当であって、その名称のいかんを

問わない。費用とは明確に区分されるものとする。 

 （５）費用とは、役員等の職務の遂行に伴い発生する交通費、通勤手当、旅費（日

当、宿泊費を含む。）及び手数料等の経費をいう。報酬等とは明確に区分される

ものとする。 

(報酬等の支給) 

第三条 役員等には勤務形態に応じて、次のとおり報酬等を支給する。 

２ 常勤役員については、報酬、賞与及び退職慰労金を支給する。 

３ 非常勤役員については、報酬は支給しないこととし、委員会等にかかる業務に

応じた報酬を次表のとおり支給する。 

  ただし、評議員の報酬については、定款第九条に規定する当該年度の報酬総額

の範囲内で支給するものとする。 

《役員会等業務に応じた報酬》 

 日額 

理事会、評議員会等への会議の出席 ６，０００円 

上記の他、法人及び施設業務のための公務の用務での出勤 ６，０００円 

（報酬等の支給時期） 

第四条 役員等に対する報酬等の支給時期は、次の各項各号による報酬等の区分に応

じて定める時期とする。 

（１）常勤役員の報酬は、月額とし職員給与の支給日に支給するものとする。 

 （２）常勤役員の賞与は、毎年６月及び１２月に支給するものとする。 
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 （３）常勤役員の退職慰労金は、任期の満了、辞任又は死亡により退職した後３か

月以内に支給するものとする。ただし、死亡により退任した者については、そ

の遺族に支払うものとする。 

 ２ 非常勤役員の役員会等業務に応じた報酬は、その都度支給する。 

 ３ 報酬等は、法令の定めるところにより控除すべき金額及び本人から申出のあっ

たときには、立替金、積立金等を控除して支給する。 

（出張旅費の支給） 

第五条 第二条５号に定める費用のうち役員等への出張旅費は、社会福祉法人立縫会

職員旅費規程（以下、「旅費規程」という。）に基づき支給する。 

 ２ 日当及び宿泊料は、旅費規程別表第１「施設長」欄を準用する。 

（費用弁償） 

第六条 非常勤役員が役員会等に出席する場合は、次のとおり交通費の費用弁償をす

る。ただし、交通費の実費が費用弁償額を超える場合は、旅費規程に基づき、そ

の実費相当額を別途支払うことができる。 

《理事会及び評議員会等に出席した場合の費用弁償》 

日向市内及び日向市の隣接町村 ５００円 

その他 １，０００円 

 (常勤役員の当法人職員給与との併給) 

第七条 常勤役員が役員任務と兼務で当法人の職員を兼ねる場合の報酬（以下、「給与」

という）は、次の各号によるものとし、役員報酬と職員の給与に区分して支給す

る。 

（１）常勤役員が兼務で任用を受ける職名職責は、社会福祉法人立縫会職員就業

規則（以下「就業規則」という。）第３条第４項の標準的職責役割基準表（別

表２）の基幹役職欄によることとする。 

（２）常勤役員の給与は、社会福祉法人立縫会給与規程（以下「給与規程」とい

う。）の役員俸給表（別表第１―③）及び役員任用の職員俸給表（別表第１の

④）を適用する。 

ただし、常勤役員としての任用の経験年数が５年に達するまでの間は、給

与規程の正職員俸給表（別表１－②のみを適用し、役員報酬の併給はしない。 

 ２ 前項の役員任用の職員俸給表は、宮崎県条例に基づく宮崎県人事委員会規則を

準用し、行政職給料表を参考にして評議員会の決議をもって定めるものとする。 

（給与規定） 

第八条 常勤役員の給与の種類及び支給方法等については、給与規程を準用する。 

（重複支給の禁止）  

第九条 常勤役員が第七条の給与の支給を受けるときは、第三条の役員会等の業務に

応じた報酬は支給しない。 

（退職慰労金及び資産形成） 

第十条 常勤役員の役員業務にかかる退職慰労金については、当法人の経営実績を勘

案し、民間の退職慰労金制度に加入することとして、当法人資産形成及び退職慰

労金の財源への備えとなるようにしなければならない。 
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（退職慰労金の額） 

第十一条 退職慰労金の額については、当法人への勤務年数、貢献度及び資産形成の

成果、並びに法人の経営状況を総合的に勘案することとし、退職時最終の月額

給与に在職年数に応じた支給乗率を乗じて算出し、理事会で決議する。 

２ 前項の支給乗率は、宮崎県社会福祉協議会の宮崎県民間福祉施設等従事職員

共済規程及び独立行政法人福祉医療機構の退職慰労金規程を準用し、退職金算

定乗率表を参考に作成し、評議員会の決議をもって別表１のとおり定めるもの

とする。 

（公表） 

第十二条 当法人は、この規定をもって、社会福祉法第五十九条の二第一項二号に定

める報酬等の支給基準として公表する。 

（改廃） 

第十三条 この規定の改廃は、評議員会の承認を受けて行う。 

（補則） 

第十四条 この規定の実施に関し必要な事項は、理事長が理事会の決議を経て、別に

定める。 

 

附   則 

この規定は、平成２９年４月１日から施行する。 

 


